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産業構造審議会 商務流通情報分科会 

第 3回情報経済小委員会議事録 

 

○佐野課長  それでは定刻でございますので、ただいまから、産業構造審議会商務流通

情報分科会第３回情報経済小委員会を開催いたしたいと思います。田園都市線の遅れの関

係で委員の方、少し遅れる方もいらっしゃいますけれども、定足数を満たしておりますの

で、定刻どおり始めたいと思います。 

 本日はご多忙の中、お集まりいただきまして、まことにありがとうございます。 

 まず、議事に先立ちまして、配付資料の確認をさせていただければと思います。本日の

配付資料は、座席表、議事次第・配付資料一覧のほかに、資料１として情報経済小委員会

委員名簿、資料２として対応の方向性、資料３として今後の予定でございます。また、本

日は、山本委員の代理であります長谷川様からのご発言資料として、「産業と暮らしを元気

にするサイバーフィジカルシステムの推進」、それから、ＪＥＩＴＡさんのプレスリリース

「国内企業における「攻めのＩＴ投資」実態調査」、この２点もあわせて配付させていただ

いているところでございます。以上でございますが、不足等ございましたら事務局までお

知らせください。 

 先ほど申し上げましたとおり、規定の過半数に達しておりますけれども、石黒委員、砂

田委員、山本委員につきましてはご都合によりご欠席というご連絡をいただいております。

また山本委員の代理として、ＪＥＩＴＡ常務理事・長谷川英一様にご参加をいただいてお

ります。 

 それでは、ここからの議事進行は村井委員長にお願いしたいと思います。よろしくお願

いします。 

○村井委員長  おはようございます。それでは議事に入りたいと思います。 

 本日は今までの議論を踏まえて、対応の方向性（案）（論点整理）というドキュメントを

事務局に作成いただきました。資料２についてご説明していただいて、その後議論をいた

だこうと思います。資料３をご覧いただきますと、後で事務局より説明がございますが、

本日は３回目ということで、次回第４回では早くも中間取りまとめということになってお

りますので、その間、ワーキンググループで検討していただくということになると思いま

す。そのあたりを念頭に置いていただき、本日の議論に参加していただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 
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 それでは、事務局からの説明をお願いいたします。 

○佐野課長  それでは資料２、対応の方向性につきまして説明させていただければと思

います。これは、これまでの議論を踏まえまして、問題意識の整理を図るとともに課題を

整理しまして、対応の方向性、横断的な課題の整理、それから主要な分野の課題の整理を

事務局のほうでいたしたものでございます。 

 まず、１ページ目をお開きいただければと思います。これまでの「情報化社会」と「Ｉo

Ｔ社会」の違いということで簡単に整理しておりますが、左側に、ＩoＴによる技術革新の

変化というのがございますが、これにより従来デジタル化されることがなかったさまざま

なデータのデジタル化に関する経済的な制約が低下して、こういったものがインターネッ

ト上に流通し、その結果として、デジタルデータの収集、蓄積、解析、解析結果の実世界

へのフィードバックが社会規模で可能になってきた。それから、ＩＴサイドのサプライサ

イドのドリブンから、データによるユーザー・ドリブンのほうに移行してきた。これに対

応して、制度の見直し、産業プラクティスの促進、社会基盤の整備を図っていく必要があ

るということでございます。 

 ２ページをご覧いただきたいと思います。これは前回の資料でも配付させていただいて

おりましたが、改めてご説明しますと、さまざまな分野でグローバルに、「サイバーフィジ

カルシステム」と呼びますが、動きが拡大してくるということでございます。上の段から

みていただきますと、まずリアルからデジタルに変換されて、それが真ん中のデジタルか

らインテリジェンスにビックデータ・ＡＩとで変換されて、さらにインテリジェンスから

リアルに変換されて、それがまた一番上のリアルからデジタル変換のところに循環して戻

ってくる。このサイクルが続くというのがサイバーフィジカルシステムということであり

ますが、縦分野の深化だけではなくて、これが他分野に横展開していくことが大きな変化

ではないかと考えております。 

 ３ページをご覧いただければと思います。これによって生じる影響ということで簡単に

整理しております。今申し上げましたとおり、①は縦の深化ということでありますが、そ

れぞれの分野でプロセス・オペレーションの革新やビジネスモデルの高度化ということで、

新たな付加価値が創造されていくということであります。②は、先ほど申し上げたデータ

の二次利用や、特定分野での技術基盤等が他分野に横展開されるということでありまして、

これによりまた新たな産業やサービスが生み出されていくということでございます。③は、

デジタル化の進展によりましてモジュール化、水平分業化が進んでいき、さらに規模の経
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済性・ネットワーク経済性が発現されていくことにより、場合によっては独占と寡占をも

たらす可能性も出てくるということでございます。④は、ＣＰＳ社会の深化により、企業

が保有する重要情報が増加する。そうした中でセキュリティ等のコンプライアンスリスク

が増大してくる。こういう影響が出てくるのではないかということであります。 

 ４ページ目をご覧ください。基本的な対応の方向性でございます。これまで第１回、第

２回でもご議論いただきましたが、あらゆる分野でビジネスモデルが大きく変わっていく

ということでございます。特にデータを押さえて、新たなビジネスモデルを構築した者が、

それぞれの分野での主導権を握り、そのプラットフォームを活用して、他分野にも横展開

して、新たな付加価値を獲得していく。欧米諸国では、こうしたビジネスモデルも出てき

ておりまして、今後、我が国においても産業構造の劇的な変化、新たな競争環境の創出が

予想されるということでございます。 

 対応の方向性としては、こうした環境変化に柔軟に対応して、世界中のヒト・モノ・カ

ネを呼び込んで、日本発の新しいビジネス、プラットフォームをグローバルに展開してい

くということで、そのために制度の見直し、産業プラクティスの促進、社会基盤の整備を

図っていくということでございます。 

 ５ページは、今年の１月 29日に政府の産業競争力会議の中で、今後の検討方針が決定さ

れました。下をみていただきますと、ＩoＴ、ＡＩ・ビックデータ等への対応に関する取り

組みを進めるということで政府の中でも位置づけられているところでございます。 

 ６ページです。各分野の共通課題ということで整理しますと、これもこれまでさまざま

ご議論いただいておりましたが、①は変化に対応した経営戦略の必要性ということでござ

います。これまで日本企業は、「競争分野への資源集中」の失敗、「非競争分野での連携」

の失敗ということで、「ものづくりで勝って商売で負ける」ケースが発生してきているとこ

ろでございます。先ほど申し上げたＣＰＳビジネスでは、いかに他者と連携して、エコシ

ステムを形成していくかが重要であります。こうした状況認識、危機感の共有を図るとと

もに、具体的なユースケースでの企業間連携の促進など、ベンチャーも活用した新ビジネ

ス創出の後押しが必要ではないかということで、施策の基本的な方向性として、①企業間

連携の促進と個別ユースケースの創出、②大企業やベンチャーがチャレンジするための環

境整備が必要ではないかということで整理しております。 

 それから、②のコンプライアンスリスクへの懸念ということですが、アメリカ企業の場

合は、規制がグレーであっても、一早くビジネス展開しまして、投資回収を早々に実現す
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る。問題が起きたら法廷闘争ということでございます。日本企業の傾向としては、コンプ

ライアンス重視という観点から、事業化を見送る傾向にあるということです。それに向け

たルール整備が必要であるということであります。 

 ③のセキリティリスクへの懸念ということですが、サイバーリスクが経営上の大きなリ

スクになっているということで、民間企業への指針提示やインセンティブ付与を進めてい

くことが必要であるということで、④情報セキュリティの強化ということで整理しており

ます。 

 ７ページをご覧ください。④のキーテクノロジーの研究開発の強化でございます。人口

知能等のソフトウェア技術、センサー等のデバイス技術、セキリティ技術といったＩoＴを

支えるキーテクノロジーの強化が必要ではないかということで、施策の方向性として、技

術開発の強化。 

 ⑤のＩＴ人材の不足ということですが、質・量ともに大きく不足しているということ、

業界の多重下請構造で創造的な仕事が十分に行えないということがございますので、施策

の方向性として、⑥ＩＴ人材の強化ということであります。 

 以下、それぞれの課題に応じた施策について簡単に整理しております。 

 ８ページ目をご覧ください。目次的なものですが、横断的施策の方向性、それから各主

要分野における施策の方向性ということで、全体として整理しておりますので、以下ご説

明をさせていただきます。 

 まず、横断的施策の方向性のうち、企業間連携の促進と個別ユースケースの創出という

ことでございます。様式として上の破線の四角に、これまで皆様からいただいた意見を簡

単に整理しておりまして、こういった意見を踏まえて下に、考えられる施策の例というこ

とで書いてございます。企業間連携の促進でありますが、具体的な施策の例として、産業

横断的な連携の場が形成できないということであります。例えば、ＩoＴによるビジネス・

技術革新を踏まえた将来のビジョンを産学官で共有する。各産業界のニーズを踏まえた個

別のユースケースを組成するとか、逆に個別ユースケースを踏まえた横断的な課題を抽出

するとか、こういった機能をどう考えるかということでございます。あわせて個別ユース

ケースにおける課題の抽出と書いてございますが、個別の分野において、ルールメイキン

グや非競争領域において共同研究開発を実施するなど、実際に個別の分野で実施して分野

特有の課題を抽出していくということでございます。 

 10ページをご覧ください。大企業やベンチャーがチャレンジするための環境整備であり
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ます。考えられる施策の例として、ＩＴ・データの戦略的活用の促進ということで、攻め

のＩＴ経営が市場から適切な評価を得られるように、ディスクロージャーの促進策を図る。

それから、ＩＰＡでは未踏事業というのをやっていますが、突き抜けた才能をもつＩＴイ

ノベータを発掘して、新しいビジネスへ挑戦させる環境整備をどう図っていくかというこ

とで、シームレスな支援の枠組み、民間スタートアップアクセラレータの組成を促進とい

うことで掲げさせていただいております。それから、ＡＩ・ビックデータを活用した新し

い事業の支援ということで、そうしたものに対する支援を強化していくということでござ

います。 

 11ページをご覧ください。データの二次利用に関するルールの整備でございます。考え

られる施策の例として、データ利活用を阻むグレーゾーンの解消ということで、例えば革

新的なビジネスモデルについて、規制の例外措置を一定期間認める等も含めた解消策とし

てどう考えるのか。２つ目は、人口知能の研究開発などで各社が協調してビックデータを

提供して集約する場合の特例措置などのルール整備が考えられないかということでござい

ます。 

 ２つ目の丸は企業間データ共有の促進ということで、ＩoＴにおけるデータの活用権限等

の整理、それからデータを連携して共同利用する場合の標準契約ひな形の策定、それから

データを実際に連携して仲介するベンチャーを支援するということでございます。 

 その他として、データの越境移転に伴うデータ保護・流通に関する法執行のあり方、デ

ータを独占することに伴って競争法上どう取り扱うべきかということについて、欧州等と

の政府間対話や国際的な議論も踏まえて、中長期的に検討する課題もあるのではないかと

いうことで整理させていただいております。 

 12ページですが、情報セキリティの強化でございます。考えられる施策の例ですが、民

間のセキリティ経営の促進と政府の強化の２つございます。まず、セキリティ経営の促進

ですが、例えば経営層のリーダーシップの下に対策を促進するためのガイドラインをつく

る。経営のベストプラクティスを共有する。セキリティ対策に関する情報開示ルールを策

定して第三者からの評価を導入していく。サイバー保険を使ってセキリティリスクを市場

化していく。業種を超えてサイバー攻撃情報を共有する。こういったことが考えられるの

ではないかということで整理しております。 

 それから、政府対応能力の強化ということで、政府関係機関や重要インフラ事業者に対

する深刻なサイバー攻撃があった場合の緊急対応能力を強化するということで整理してお
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ります。 

 13ページは参考でございますが、セキリティに関する諸外国における取り組みというこ

とでございます。アメリカとイギリスについては、政府主導で自主的な取り組みを促進し

ております。ドイツは、今対策を法定化する方向で動いているということでございます。 

 14 ページですが、技術開発の強化についてでございます。考えられる施策の例ですが、

ＩoＴに関する技術・ビジネスの調査分析機能の強化ということでございます。これは委員

の先生方からも意見をいただいておりましたが、ドイツ工学アカデミー（Acatech）という

機関がございまして、こちらでソフトウェアエンジニアリングに関する知見の蓄積をして、

さまざまな将来戦略、提言をしているということでありまして、インダストリー4.0 につ

いても、その実現のための提言を策定したということです。こういった機能が日本におい

ても必要ではないかということでございます。 

 ２つ目の丸ですが、ＩoＴ時代に向けたオープンイノベーションの推進ということで、Ｉ

oＴに関するキーテクノロジー（人工知能等）ですが、この研究開発を、産学官の連携体制

の下で実施し、世界トップクラスの先端的な技術や知見を集約するということが１つ。そ

れから、こうした研究開発に関する技術ライブラリーを整備して、関連知財を集中管理し

て、分野・業種の壁を越えたオープンイノベーションの拠点ができないかということでご

ざいます。 

 15ページをご覧ください。人材ですが、考えられる施策の例ということで、まずＩＴ人

材の質の向上ですが、ＩoＴ時代に対応した新しい人材に関するスキルの明確化や能力認定

制度の見直しでございます。 

 ２つ目の丸ですが、ＩＴ人材の量的確保ということで、高いＩＴスキルを有する外国人

を活用するために環境整備をどう図っていくかということでございます。 

 ３つ目の丸ですが、開発・運用現場の生産性向上・リスク低減でございます。生産性向

上・高付加価値化を図るとともに、セキリティリスクを低減する観点を踏まえて、下請契

約等のガイドラインを策定して、多重下請構造等を見直せないかということであります。 

 最後、⑦その他ですが、ＩoＴ時代に対応してさまざまな制度の見直し、執行体制の見直

しも必要になってくるのではないかということでございます。 

 以上の横割り的課題と対応ですが、それを１枚の表にまとめたのが 16ページでございま

す。ＩoＴによる技術革新が、サイバーフィジカルソサエティという行動変化をもたらして、

それが制度の見直しの必要性につながって、さらに産業プラクティスをどうつくっていく
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かということで、ユーザー・ドリブンによるルールメイキング、チャレンジ環境整備につ

ながって、さらにセキリティ、技術開発、ＩＴ人材といった社会基盤を整備していく必要

があるということで、整理させていただいております。 

 17ページ以下が、今度は各分野の課題と方向性の整理でございまして、それぞれ主要分

野ごとに将来像と課題と方向性を一覧表にまとめて整理しております。各主要分野につい

ては、さらに具体的に検討して深掘りしていきたいと思っておりますので、今の段階では

暫定版で整理しております。 

 17、18ページは概要でございますので、飛ばさせていただきまして、19ページをご覧く

ださい。まず、製造プロセス分野のＩoＴ展開ということでございます。下の表に簡単に整

理しておりますが、ドイツのインダストリー4.0 では、設計段階でのデータと生産現場を

つないで、生産ラインのデジタル設計が進展しているということでございます。我が国に

おいては、大企業については内製して接続しているわけですが、特に中小ユーザーについ

ては、データプラットフォームを一括で供給できるプレーヤーが不足していて、それを担

う人材も不足していることが課題ということでございます。 

 20ページをご覧ください。製造物及び製造プロセスからのデータ収集・活用についてと

いうことでございます。日本のところで右のオレンジの囲みですが、自前で開発する動き

も日本の場合はございますが、内製できない場合にはＩＴベンダーを活用するということ

で動いているということでございます。 

 それから、下の製造物データのところですが、アメリカをみると、ご案内のとおりＧＥ

の predixは、故障や不具合を発生前に防ぐ予知保全モデルを構築して、さらに自社のみな

らず他社にもプラットフォームを提供していこうという動きになっているわけですが、日

本の場合はまだ、自社のモデルを他社にも提供してプラットフォーム化していこうという

動きはみられていないというのが課題であります。 

 21ページに、課題と政府としての取り組みの方向性ということで整理しております。①

の企業・工場内での多品種少量生産・リードタイム削減の実現というのが課題ですが、こ

れに向けてはデジタルプラットフォームの開発、人材の育成、偏在解消。②の課題として、

データの相互利用によるさらなる効率化ということですが、それに向けては、各企業の競

争領域と非競争領域を切り分けて、オープンイノベーションを進めていくということでご

ざいます。③の課題ですが、データの収集・活用による生産効率化さらなる付加価値提供

ということが課題ですが、そのためのツールやプラットフォーマーの育成が大きな課題で
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あります。 

 22ページが、今度は流通分野でございます。下の絵で簡単に書いてございますが、リア

ル店舗をもつ小売事業者は今後、「オムニチャネル」化や、ポイントカードを核とした企業

連合体の形成という方向で変化していくのではないか。それからＥＣ事業者は、物流を効

率化して、短期間・低コストでの宅配を実現することが他社との差別化要因になっていく

のではないかということであります。 

 23ページに、課題と取り組みの方向性ということで簡単に整理しております。消費行動

をデータ化していくことが課題ですが、そのためには「電子レシート」の規格の標準化を

行っていくとか、サプライチェーンでのデータ活用を促進していくために、実証実験など

を通じて、気象情報などの基礎データについて、業種・業態の垣根を越えて、共通の予測

手法の確立を目指していく。物流の効率化として、ロボット技術による物流業務の自動化、

それから物流情報のリアルタイム管理ということでございます。 

 24ページがモビリティ分野でございます。上の枠囲いをみていただきますと、今後の変

化として、欧州サプライヤーの影響力の拡大、ＩＴ企業が画像認識技術等がキーテクノロ

ジー分野に参入してくる。それからデータプラットフォームの形成の変化が起きてくると

いうことでございます。これに向けて検討を進めるべきではないかということでございま

す。 

 25ページをお開きいただきますと、課題として、欧州サプライヤーの影響力拡大という

ことについては、我が国としても自動走行の将来像について検討を加速するとともに、い

ろいろ策定プロセスに戦略的に関与していく。それから、協調領域と競争領域の整理をし

て、協調領域においては共同開発を推進、産学連携を促進していくべきではないかという

ことでございます。それから、キーテクノロジーへのＩＴ産業への参入ということですが、

業界で共用可能な走行映像データベースを構築する仕組みの整備とか、ディープラーニン

グに関する共同研究開発の強化が考えられるということでございます。それから、データ

プラットフォームの形成については、我が国としてもデジタル地図の試作や検証、ビジネ

スモデルの検討を行うとともに、国際標準化等を通じて海外勢との連携を図っていくこと

が必要ではないかということでございます。 

 26ページ、健康医療分野でございます。下の表をみていただきますと、健康分野と医療

分野がございまして、左の健康分野においては、ウェアラブルデバイスの普及等によりま

して、今後さまざまなデータが蓄積することが予想されているところでございます。ポイ
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ントは健康分野と医療分野のデータの連携をいかに図るかということでございます。それ

によりまして、上のサービスアプリケーションのレイヤーがございますが、生活習慣病予

防、個別化医療、新たなヘルスケアサービスとつながっていくということであります。 

 27ページをお開きいただきたいと思いますが、そのための課題として、新たなヘルスケ

アサービス産業創出のための健康情報の利活用環境の整備でありますが、健保等の保険者

と企業の連携によりまして、利用者視点に立ったデータ収集・活用のあり方を進めていく。

この動きと連携して、医療情報との連携・統合も視野に入れていくことが重要ではないか

ということでございます。それから、先進的な医療機器等の開発ということですが、医療

機器のＩoＴ化も含めて、新たな医療関連技術・システムの開発を促進していくことが重要

ではないかということで整理しております。それから、③で医療関係情報のデジタル化統

合ということですが、今内閣官房の「次世代医療ＩＣＴ基盤協議会」において検討してお

りますので、こうした検討を促進していくということでございます。 

 28ページ、エネルギー分野でございます。スマートメーターや家庭内機器から得られる

電力利用データを利活用して、自動制御等による新しいエネルギーマネジメントや、その

データを活用した新たな生活支援サービスを生み出す事業者が新たな付加価値を獲得する

可能性があるということでございます。我が国においては、スマートメーターの本格普及

に伴いまして、既に国際標準ともなっているＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅを活用することで大

量で高品質な電力利用データを取得できるという強みを有していますので、この強みを生

かして世界最先端のサービス開発拠点としていくべきではないかということでございます。 

 29 ページを開いていただきますと、そのための課題ということで、ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌ

ｉｔｅ対応機器の普及のために、クラウド型のＨＥＭＳの普及促進とか、魅力的なサービ

ス創出。大規模ＨＥＭＳ情報基盤の構築のためにＡＰＩの標準化。安心してデータを利活

用するための環境整備として、データ利活用推進と個人情報保護のバランスのとれたマニ

ュアルの策定。それから、魅力的なサービスの創出のために、ディマンドリスポンスのた

めのガイドライン、ベンチャーを含むプレーヤーによる魅力的なサービス創出等が取り組

みの方向性ではないかということで整理させていただいております。 

 30 ページですが、社会インフラ分野でございまして、水道事業を例に挙げております。

その四角囲いに書いてございますが、水道事業は地方自治体を事業主体として運営してい

るところですが、さまざまな課題に直面しております。そうした中で、ビックデータ解析

やＡＩ等を活用して、低コストで安定的に供給可能な水道事業の標準仕様を確立できない
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かということでございます。 

 31ページをご覧いただければと思います。そのための課題として、設備状況のきめ細か

な把握等の設備更新計画を策定するということですが、そのために必要となるさまざまな

もののデジタル化とデータベース化を推進していく。それから、職員高齢化とベテラン職

員の退職が進む中で安定した事業継続という課題に対応して、暗黙知となっている事業運

営ノウハウのデジタル化を図っていくということでございます。それから、業務や設備の

低コスト化のために、設備仕様の標準化により、ベンダー間競争や共同開発の促進を促が

して低コスト化を図っていく等の方向性ということで整理しております。 

 32 ページですが、産業保安分野のＩoＴ展開と課題ということでございます。産業保安

分野においては、センサーの低廉化、コンピュータ技術の高度化等に加えて、業務日誌な

どのテキストなどの非構造化データを使って、ビックデータ分析の技術を活用することで、

安全で柔軟な保安システムが可能になるのではないかということで、これらを活用して保

安レベルを向上させる仕組みの構築ができないかということでございます。課題として①、

②、③とございますが、センサー等を活用して、重大事故の発生につながるリスクを発見・

対処する仕組みの導入。ビックデータ分析を導入して、設備の実態に即した保安の実現。

それから、こういった規制の見直しを他の分野にも横展開していくことができないかとい

うことでございます。 

 最後に 33ページでございます。特許・統計分野のＩoＴ展開ということでございます。

特許については、既に特許審査の支援システムが整備されているわけですが、世界の特許

文献が急増し調査等の負担が大きくなっているということで、先行技術調査の分野等でＡ

Ｉやビックデータの活用の可能性があるのではないかということであります。統計につい

ても、ビックデータの活用により多種多様かつ膨大なデータを収集・分析することが可能

になるということで、消費統計、小売統計等、ＢtoＣの統計において、速報性の改善、デ

ータの精緻化、分析の多様化等効果があるのではないかということであります。そのため

の課題があるわけですが、ＡＩやビックデータをさらに活用して、審査の高品質化をして

いくことが一つの方向性でございます。それから統計についても、新しい指標の開発も含

めて、統計に活用するためのシステム、分析手法開発等の可能性を多方面から検討してい

くことが方向性ではないかということで整理しております。 

 以上、横断的課題と対応の方向性と、それぞれの主要分野での課題と対応の方向性につ

いて事務局のほうで整理させていただきましたので、本日は今後の対応の方向性について
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ご議論いただければありがたいと思います。 

 以上でございます。 

○村井委員長  ありがとうございました。それでは、いつものようにご発言のある方は

この名札を立ててください。よろしくお願いします。どの項目からでも結構です。 

 それでは國領先生、お願いします。 

○國領委員  サイバーフィジカルシステムというような非常に重要な概念で様々にまと

めていただいているのは、非常にすばらしいと思いました。その一方で、これはこの手の

ものの宿命のような気もしますが、少し総花的な部分をどうまとめるかが重要ではないで

しょうか。メリハリをどこで効かせていくかということ、それから日本の得意分野をどう

生かしていくか、これまでの蓄積をどう生かしていくか、それに基づいてゴールイメージ

をはっきりさせることが必要ではないかと思います。例えば日本に本社を置く企業が、販

売し、サービスを行っている全ての機械、特に産業用の機械を、ＩＰＶ６などの世界的な

標準を使ってつないでマネジメントする。そのために必要な技術、人材制度などの基盤整

備を行う。そして、その新しいビジネスモデルの離陸を支援する。 

 というようなことで、例えばかなり大きなご努力で、ＨＥＭＳをＶ６を使ってつないで

いくようなことをかなり実現してきているわけでございまして、このあたりの今までの蓄

積や軌道に乗ってきている分野を、特に日本は産業財のところで強みをこれから発揮しよ

うとしているところかと思いますので、このあたりのことにメリハリのあるゴールイメー

ジを作り、様々な施策をベクトル感をもって統合していくようなことが必要なのではない

かと思いました。 

○村井委員長  ありがとうございました。 

 それでは國井さん、お願いいたします。 

○國井委員  よくまとめていらっしゃると思うのですが、国際競争力をつけていくには

プラットフォームを作り、それをいかに標準化していくかということが重要です。これを

実際実現していくには、今までの人材育成のやり方では厳しいので、今後どうするのか、

もう少し深堀が必要なのではないかというのが感想でございます。そのためには中長期的

ですが、人材育成について以前から申し上げているように、産学連携のエコシステムも含

めて強化していかないとうまく回っていかないかと思います。インダストリー4.0 を推進

しているドイツでは、ここが非常に強化されています。アカテックが中心になって提言を

書いていますが、様々な産業界を巻き込んでやっているわけです。それに対抗できるだけ
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のエコシステムが日本でつくれるかどうかを懸念しています。横断的に標準化まで行ける

だけの大きな流れをつくるために、弱いところをどう強化するか。それはＩＰＡさんも、

リソースを強化して、もっと様々な機能を果たしていただかないといけないかと思うので

す。そのような部分をもう少し強調していただいたほうがいいのではないかと思います。 

 インダストリー4.0 の提言の中では、キー領域として８つ挙がっていますが、そこの中

で人材育成や仕事の仕方の変革も強調されて書かれているわけです。そういうのも含めて

改革していかないと、全体として成功しないというのがドイツの認識だと思うのですが、

日本でもそれは同じだと思いますので、トータルな改革の中でぜひ国際競争力のあるプラ

ットフォームを標準化できるようにゴールを作っていただきたいと思います。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございました。 

 岡村さん、お願いいたします。 

○岡村委員  ２点ほど申し上げたいと思います。主として 11 ページ、12 ページに関し

てでございます。例えば 11 ページの中に、標準契約のひな形等の作成を行う等のことが記

載してあり、12ページにガイドラインの作成ということがご存じのとおり日本の場合は企

業というのはそういうものが公表される予定であることが明らかになると実務がとまって

しまうことが、実際問題として多いように認識しております。したがいまして、第一はス

ピード感をもってやっていただきたい。前回も少し申し上げましたけれども、かなり迅速

にやっていただかないと、半年先や１年先に公布ということになると、その間企業は実務

が止まり、諸外国に置いていかれることになりかねませんので、そこの点の強調を一つお

願いしたい。 

 もう一つの問題で、情報セキリティの強化を非常に求められることはいうまでもありま

せんが、他方で、産構審の別の会議で営業秘密の議論をした際に、ガイドラインで細かい

規定を入れ過ぎたことで、本来の趣旨を逸脱して裁判所が非常に産業界に対して厳しい姿

勢で臨んでしまったことで、営業秘密をガイドラインに則って一部でも守られていない事

項があれば企業が法的保護が受けられないという方向に誤解されたところがございました。

したがいまして、ガイドラインを出すにも余り厳しくし過ぎると、企業に委縮効果が及び、

かつそれが少しでも守られていないということで逆に企業が責任を問われる危険性がござ

いますので、そこのバランスをどう考えていくかということをご考慮いただければと存じ

ます。 
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 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございました。 

 横塚さん、お願いいたします。 

○横塚委員  横塚でございます。３点、申し上げたいと思います。 

 まず、ページ６に各分野共通の課題がございまして、①として経営戦略の重要性につい

て書いていただいております。大変すばらしい指摘だと感じております。ただ、２つ目の

２行目にＣＰＳビズネスについて自らの強みに集中しつついかに強者と連携するか、その

ためにも「産業界において、状況認識、危機感の共有を図るとともに」と記載がございま

すが、これは大変重要な点です。危機感さえ持てれば日本の産業はさらに強くなると思い

ますが、その割にその下にある施策の方向性の中に、そのような感覚のものがないような

感じがします。「企業間連携の促進」の前にもう少し、状況認識、危機感の共有というもの

を産業界全体でやっていくべきではないかと感じたところでございます。 

 ２点目ですが、ページ７に、ＩＴ人材の不足ということがございます。これはまさにそ

のとおりだと思うのですが、ここには「多重下請構造で創造的な仕事が行えない」と記載

がございますが、これを否定するわけではございませんが、このデジタル立国の実現に向

けたという課題で申し上げますと、ビジネスをいかにデジタル化していくか、あるいはデ

ジタルマーケティングの様なものをどう考えるか、あるいは新しいモバイル、クラウド、

センサー、ＩoＴ等に関する新しい技術をいかに学んでいくかということも大きな施策の重

要な柱だと思いますので、そのような新しいデジタル立国に向けた技術を学ぶ必要性があ

るというメッセージも記載するべきではないかと感じております。 

 ３点目は、ここに記載がないことで、少し的外れかもしれませんが、産業の現場におり

ますと人材のマインドの問題を強く感じます。デジタル世界では、いかに新しい技術を使

ってチャレンジをするか、そのマインドがすごく重要だと感じております。したがって、

例えば学校教育の問題ですが、小中高でそのようなチャレンジをしていく、あるいは具体

的な実践をしながら学んでいくような考え方の教育、あるいは大学教育に当たっても理系、

文系をもっとなくした形で、マネジメントの専門の方でもテクノロジーを学ぶ、あるいは

テクノロジーが専門の方でもマネジメントを学ぶような、幅広く学べるような学校教育の

仕組みそのものもデジタル立国に向けて検討していく必要があるのではないかと感じてお

ります。 

 以上、３点でございます。 
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○村井委員長  ありがとうございました。 

 それでは三輪さん、お願いします。 

○三輪委員  三輪でございます。私のほうから情報セキリティに関して３点、12ページ

を特に中心にお話ししたいと思います。 

 まず、基本的にはこの考えられる施策の例でいいと思うのですが、例えば具体的に盛り

込むべきは、セキリティ経営の促進の上から３つ目にある、サイバーセキリティ対策に係

る情報開示ルールの策定です。この辺りでは、どういう対策をしるかかということを開示

する義務を課すということかと思います。それはもちろん重要ですが、そういうことをや

ると上辺だけの対応になりかねないので、例えば情報漏洩や、ウイルス感染、そういった

サイバーセキリティ事故に関するものも含めた開示に関するルールも作るべきかと思いま

す。。 

 なぜならば、今の日本企業の特に経営者のマインドというのは、情報が漏れたことが確

定していなければ、漏れていないことになるのです。あるいは情報が漏れたことを監視を

していないということで確定していない、確定していないということは漏れていないのだ

と。実際の情報漏洩の公開なども、そのように大体書かれています。その辺は変えなけれ

ばいけないと思いました。 

 それから、上から２つ目のサイバーセキリティに備えた経営のベストプラクティスの共

有というところも、これいうのはやすいのですが、自分のところでどういうセキリティ対

策をしているかということを公表することは、日本では大抵の場合タブーとされています。

政府機関も一緒です。なぜなら、相手にヒントを与えてしまうから、あるいは、対策を公

表することで相手からの攻撃リスクが高まる等の懸念から日本人は黙っているのが正解と

いう考えですので、ぜひプラスのインセンティブを何かつけてあげないと企業は、特に金

融系などは絶対公表しないと思います。この辺のインセンティブをいかにつけるかという

ところはぜひ。もしここに書くとすると、ベストプラクティスの共有及びインセンティブ

を検討するとかというところは書き込んでほしい。 

 最後に、ほかのところでも委員もやっていて私も強く感じているのですが、制御系シス

テム、あるいはＰＯＳ系等の、特に今回もＩoＴといっているのであれば、ＩｏＴ関連のセ

キリティの施策をずばり書いたほうがいいと思います。特に制御系、ＰＯＳ系はセキリテ

ィの話をすると、クローズドネットワークなので問題ないと言い切るが、クローズドだか

らという言いわけでＩoＴのセキリティを片づけるのはよくない。また、制御系のネットワ
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ーク、あるいはシステムのフェネトレーションテスト、あるいは実機における例えばリス

クシナリオ、で相手が攻撃してくるパターンや、内部反抗というようなリスクのシナリオ

に基づいた実機のテストができる人、あるいは会社、機関というのが日本にはほぼありま

せん。それは日本の中でも、本当に一握りの極僅かしかいない・。それを何かの形で英知

を集めないと、今ＩoＴ、ＩoＴといっても、実際にセキリティを調べられる人がいないと

いうのは大きな問題になっていますので、その辺は産官学連携で、特定のどこかの人、組

織などそこを集めた上で何かを意図的につくらないと、ＩoＴのセキリティは守れないかな

と思います。 

 済みません長くなりました。以上です。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 夏野さん、お願いします。 

○夏野委員  ここに記載されているあることが全部実現されたらと期待しておりますが、

ここからさらに具体的な政策や施策が出てくることを想定するときにぜひ気にとめておい

ていただきたいのが、施策の内容が少数の意欲ある企業とか人材を引き上げる引き上げ型

か、それとも多数の平均値を底上げする底上げ型かというのを色分けすることです。つま

り、今まで産業政策というとどちらかというと平均値を上げる底上げ型が多いと思うので

すが、底上げ型の政策というのはインセンティブも中途半端になりがちですし、公平性が

重視されるため、短期的な効果は出にくくなります。それに対して引き上げ型というのは、

少数のやる気がある企業は人にインセンティブを与えるので、短期的成果は出やすいので

すが、公平性等の面で懸念があります。ただ、今はＩＴの環境変化は激しいため、今年掲

げた政策が来年には効果的ではないという可能性も強い中で、今までのバランスが例えば

引き上げ型が２割で底上げ型が８割だったとしたら、逆にするほどの思い切った引き上げ

型を入れるべきではないかと思います。引き上げ型を入れると、この資料の中でもユース

ケースという言葉がたくさん出てきますが、伝播する速度が非常に速いというのがＩＴ社

会の一つの特徴ですので、それをさらに促進してＰＲすることも含めた、引き上げ型のバ

ランスに重きを置くことをぜひお願いしたいというのが大きなポイントです。 

 それからもう一点だけ、小さなポイントですが、先ほどから人材開発やＩＴ人材の話が

出ているのですが、現場で非常に困りつつあるのがＩＴ人材のセカンドキャリア問題です。

プログラマーは 40を超えるとキャリア形成が難しい。これが営業人材とかサービス業の世

界だと経験知というのが生きてきますが、ＩＴ人材、特にプログラマーはそういうことが
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全く役に立たず、体力の低下とともに無理が効かなくなるという非常に厳しいセカンドキ

ャリア問題があります。ですから、40を超えた人しか受けられない試験をＩＰＡでつくる

とか、ちょっと違う形のセカンドキャリア問題を指摘させていただきたいと思います。 

○村井委員長  野原さん、お願いします。 

○野原委員  まず、今回の戦略について、各分野をそれぞれ深掘りするというやり方と、

共通の課題をまとめるというまとめ方は非常にいいと思います。業界や分野ごとに状況や

課題が大きく異なるので、ぜひこのやり方でしっかりまとめていただきたいと思います。

その上で２点、申し上げたいことがあります。 

 １点目は、共通課題を解決するためにもっと民間の活用をすることを強調してほしい。

どういうことかと申しますと、課題解決を行うような産業を育成する施策を推進してはど

うかと思います。先ほど人材育成や再教育の話がありましたが、必要な人材の不足や人材

育成ができていないというのは大きな共通問題だと思うので、そういう人材を育成する産

業や事業をしっかりと整える。国として資格制度をつくるだけではなくて、人材育成や人

材の流動化が進むために必要な産業が活性化するように競争させたり、育成するほうがい

いのではないか。例えばサイバーセキュリティ関連で言えば、企業にセキュリティ対策や

環境整備を義務付け、ガイドラインをつくるだけではなく、セキュリティ関連の人材育成

支援業やセキュリティ対策に関連する産業を育成することが重要だと言うことです。それ

をしっかり書き込み、経済産業省さんでしっかりやっていただきたいと思います。それが

１点目です。 

 それから２つ目ですが、これは各分野の分析を拝見して強く感じることですが、例えば

モビリティ分野とか、健康医療分野とか、エネルギー分野等の分野は、どこも既存の事業

者が非常に大手で強固で、これまでの産業形態がしっかりでき上がっているわけです。そ

こに新たな変化の波が到来しているわけですが、いうまでもなくイノベーションというの

は既存事業者から起こるというよりも、むしろ周辺から起こるわけで、新たなプレーヤー

を創出する、参入しやすくすることがとても重要なのです。でも、それぞれの産業界での

議論の場に、そういう人たちはまだ生まれていないから入り得ないわけで、どうしても今

いる事業者の人たちとどうやって関係をつくっていくかという議論になってしまっている

ので、それを変えていく必要があると思います。 

 例えば自動車でいえば、ＥＶ化や、水素燃料車になるとか、大きなビジネス構造の変化

が起こりつつあるわけです。自動運転もそうです。そういったことに対してグーグルやテ
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スラといった海外の新プレーヤーが参入し新風を吹き込んでいるわけです。そうした動き

は海外からだけではなくて、日本の中からも生まれてくる必要があると思うのです。そこ

で両者が競争することによって新しい体制が早くできてくると思うのです。新たなプレー

ヤーができてくるような環境をどうつくるかということをしっかり努力する必要があると

思います。 

 例えば、これまで整備に使われてきていた走行データ、ＯＢＤ２といってコネクターの

中で取れるデータですが、その統一化、共通化ということが国交省の委員会等でも議論さ

れています。それは欧米で販売する車では日本車もオープン化に対応しているにもかかわ

らず、日本ではそれを出していないのです。それによって走行データを使ったサービスは、

日本の中ではつくれないという状況になっています。国内で行われているＯＢＤ２データ

のオープン化、共通化の議論は、自動車整備の効率を向上のためであって、そのデータを

オープンプラットフォームに連動させ新たなサービス提供に活用しようという議論ではな

いようです。その感覚がかなり違うなという気がします。 

 今の話は、25ページに書いてあるデータプラットフォームの形成に関する一つの例だと

思うのですが、そうした検討を一つ一つやっていくことで、新事業の創出が起こりやすく

なると思います。そのためにやれることがあれば、積極的にやっていただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 唯根さん、お願いします。 

○唯根委員  ありがとうございます。もう既に多くの委員からご意見は出ているのです

が、産業が大きくなって一番利益を得るのは消費者だと思いますし、消費者が認める産業

づくりということでは、私自身も今回の論点整理を拝見して、情報のセキリティの部分と

人材育成が重要かと思います。人材育成については、横塚委員からのご意見にも賛成です

が、情報漏えいなどの事故などを防ぐという意味ではモラルの部分の人材育成も視野に入

れていただきたいと思います。先ほどセカンドキャリアのお話が出たのですが、現場で作

業したり、データ入力したり、アウトプットしたりする人材というのは、意外と私たち消

費者の生活観や意識を持った私達に近いようなレベルの方たちだと思うので、そういう方

たちにモラル面でのインターフェース開発や教育をするような、プログラマーのキャリア

とは違うかもしれませんけれども、そういう人材の活用もありだと思います。また、国民
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の中で情報に携わる皆さんが連携して、情報を使いこなせる技術や知識をレベルアップし

ていく人材育成や、人材確保を早急に実施していくことも必要ではないかと思いました。

その人材があってこそ初めてセキﾕリティも強度が高まるのではないかと思います。ガイド

ラインを作成するというたくさんの提案があるのですが、それをいかに実行して、検証し

ていくのか、実効性の確保のところまで書き込んでいただきたいなとも思いました。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 西川さん、お願いいたします。 

○西川委員  私のほうからは１点ほど、26ページ、27ページに関してですが、ここでは

主にＩoＴが健康医療分野においてインパクトを与える領域として、ヘルスケアと医療の部

分、特にロボット化による高度医療のところに焦点を当てられていると思いますが、私か

らはこの領域に創薬の部分を考慮していただけないかと思っております。というのも副作

用の解析などにおいて、今後ヘルスケアのサービスからとれるような、人体のセンサーの

情報がたくさんとれるようになるにつれ、どの薬を投与したときにどういう影響があるか

という詳細なデータがとれていく。あとは例えば日本においてはｉＰＳ細胞の分野が非常

に強いわけですが、その分野においては今後いろいろなシミュレーションができるように

なる。要は様々な臓器をつくってみて実際に人体の臓器で直接、人に投与するのではなく

て臓器だけを作り、そこでどういう副作用が起こり得るのかというデータを取り得る。そ

のような大量の情報をもとにして創薬、薬の化合物のスクリーニングなどに応用していく

ことは間違いなくデータの連携が重要になってくる部分だと思いますので、その分野に関

してはぜひ検討をお願いしたいと考えております。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 有賀さん、お願いいたします。 

○有賀委員  私のほうから２点ほど。１つは 14ページに絡むところですが、これをみて

いると今さら Acatech というのですが、実は我々だって 2000年にＩＰＡの中にソフトウェ

ア・エンジニアリング・セクターを立ち上げました。ですがしかしうまく戦略的に練り上

げていくところが足りない。戦略というのは、字みてわかるように戦わずして勝つわけで

すから、戦わずして勝つ仕掛けをいかにつくるか。そこのところの戦略性が今回のペーパ

ー全体をみても、足りないように思います。そういう点で、改めてＩoＴに絡む技術ビジネ
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スの調査分析と知の集積みたいなものを、遅ればせながらでもやる必要があるとい思いま

す。ですから、そこが非常に重要なポイントだと思います。それが１点です。 

 そういう点で、今のところは國井さんもさっき標準化は非常に重要だとおっしゃってい

ましたけど、私もそう思います。従前も申し上げておりますが、グローバル・スタンダー

ト獲得へ今日本の大企業は全部シュリンクしていて、人を出していない。この辺をどうす

るかというのは課題ですが、実はどこからも支援がない。この辺も盛り込むべきだと思い

ます。 

 それから２点目は、夏野さんのほうから貴重なご意見をいただき、人材ワーキンググル

ープの主査としては何か書かなければいけないと思うのですが、実はこの段階まで来ると、

「ＩＴ人材」はやめましょうと前回も私申し上げましたけど、全産業人のＩＴ化が必要な

ので、「ＩＴ人材」は必要ないと思うのです。ＩＴ人材が要るから 40代のことを考えなけ

ればいけない。全員がＩＴ化すれば全員のことを考えなければいけないわけですから、皆

さんＩＴのことを基本的に考えるべきだと思います。特に経営者は全く音痴ですから、こ

こから 10 年ぐらいは理工系を社長の適格要件にするなどそのくらいのことを考えないと

日本は変わらないと思います。 

 しかし、短期的に申し上げると、すぐ人が育つわけではありませんので、今いる中で活

用すると生産性なり効率が上がる人材をいかに活用するかということを早急に考えなけれ

ばいけません。ですから、当然多重下請という話だけで話が出ているように思うのですが、

今本当に一番下でというと言葉はよくないのですが、仕事をしている人の能力をもっと３

倍でも５倍でも 10倍でも伸ばせる。またそういう人が多くいることは皆さんご存じなので、

どう活用するかという仕掛けを考えなければいけないと思います。エンジェルにサポート

されて一番実務的に仕事をする人がベンチャーをつくるというのがアメリカだとすれば、

日本は一番実務的に仕事をする人間を使って中間搾取しているわけですから、これを何と

かしないとだめだと思います。短期的にはそれに加えて、外国人の人材の活用も考えるべ

きだと思います。 

 それから中長期的に申し上げると、これは村井委員長にもこの前申し上げましたが、こ

れをやり始めると教育問題になるから余り言いたくはないのだけど、さっき申し上げた全

産業人のＩＴ化ということでいえば、何らかのコードが書けるというのは、これからの産

業人の必須ではないかと思います。まだ残念ながらデジタルコンピュータは、コンピュー

タ言語でしか会話できませんから。ですから本当にＩＴを使いたければ、コンピュータ言
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語でコンピュータとしゃべれない限りはモデルはできないと思います。 

 それからもう一点は、盛んにここで様々なオープンイノベーションとかビジネスモデル

の話が出てきますが、これもかなり戦略的に鍛えれば鍛えられると私は思います。私もコ

ンサルティング会社的な会社に何社かおりまして相当自分自身もやってみましたけれども、

モデルビルディングのやり方そのものをきちんと教えないと、でき上がったモデルでビジ

ネスができない。この辺は日本の大学教育でも、特にＭＢＡあたりの問題ではありますけ

れども、どうやってこの辺を強化していくか、我々のワーキンググループでも考えたいと

思います。モデル化能力をアップしない限りは、何十億件データがあっても何も出てきま

せん。昔からいわれているＧＩＧＯ、ガーベジイン・カーベジアウトに過ぎないと思いま

すので、ぜひこの辺は検討したいと思いますので、よろしくお願いします。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございました。 

 石井さん、お願いいたします。 

○石井委員  ありがとうございます。私のほうから３点ほど申し上げたいと思います。 

 １点目は、既にほかの委員の先生方からご指摘のあるところですが、全体的に総花的な

イメージがあるというのはご指摘のとおりかと思います。重点分野を絞って優先順位をつ

けるような形で、例えば９ページにも、日本が「強み」を発揮できる領域への選択と集中

とありますので、もう一歩絞った形の取りまとめをしていただく必要があるかと思いまし

た。 

 それから２点目は、研究開発の部分についてです。11ページに、考えられる施策の例と

して、ＡＩの研究等で各社が協調してビックデータを提供・集約する場合の特例措置・ル

ール整備という記載があります。現状データの利活用と必ず対立するのが個人情報保護の

問題になってまいりまして、現状の個人情報保護法制に関しては、研究活動を行うに際し

てのルールが法律ごとに異なっている問題が残されているところであります。研究開発を

行うときに、憲法の学問の自由の観点から、学術研究の範囲で許されるものと、それには

必ずしも当てはまらないものではあります。後者は、例えば医療分野での疾病予防のよう

な公益性のある活動に当たるもの、そうではなくて純粋に営利的な活動につながるものと

いうカテゴリーがあるかと思います。研究開発と一くくりでいっても、何に生かされるか

という点に違いがありますので、許されるルールとそうでないルールについての内容面の

精査を行っていく必要があると思いました。 
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 それから最後、ゴールイメージについてです。21ページ以降ですが、政府としての取り

組みの方向性がたくさん挙げられているところに関しても、一歩詰めて整理しておく必要

があるかと思いました。例えば 23 ページの③の物流の効率化のところのロボット技術によ

る物流業務の自動化や、ＲＦＩＤ等によるリアルタイム管理、29ページの④の下のほうで、

ベンチャーを含むプレーヤーによる魅力的なサービス創出のための実証などが記載されて

います。政府としての取り組みの方向性であるのか、そうでなく事業者に促していくもの

なのかというのが、書きぶりの点からしても明確ではないかと思われる箇所がみられます

ので、そうした点もご検討いただく必要があると思います。 

 内容面に関しても、例えば 22 ページをみてみますと、課題①で「消費行動のデータ化」

という記載があります。その上の枠のところで「ＩoＴ時代には」という丸がありまして、

「「オムニチャネル」化や、②ポイントカード等を核とした企業連合体の形成といった変化

が想定される」と記されています。それを踏まえて 23ページをみてみますと、消費行動の

データ化で、「デジタル化された購買情報を個人が保有・管理することができる「電子レシ

ート」について、規格の標準化を行う。」、このように書いてあります。全体として見た場

合に、企業による情報連携の話をしているのか、個人の利便性の向上を図るための取り組

みを示しているのかというところが明確ではありませんので、見直していただく必要があ

るように思いました。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございました。 

 松尾さん、お願いします。 

○松尾委員  よくまとまっていると思いますけれども、少しＡＩの観点からコメントさ

せていただきたいと思います。 

 ビックデータとＡＩという表現がいろいろ出てくるのですが、少し整理して使ったほう

がいいかなと思います。ＡＩというときには、外界の状況、センサーの状況に応じて振る

舞いが変わる。それを外からみたときに、賢い振る舞いをしているということをもって「Ａ

Ｉ」というふうにいっていると思います。ビックデータの場合は分析だけで終わることも

ありますし、それを人間が使うこともあると思いますが、ＡＩだと出力のところまで自動

化されている。したがって、ＡＩというときには、その出力が何なのか、振る舞いがどう

変わるのかというところを明確に意識して使うとよいのかと思います。 

 それから、様々なケースでＡＩ技術は使えると思いますが、それが今までデータがなか
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ったところにデータが出てきたから通常のＡＩを使うということなのか、それとも、より

進んだ機械学習の技術を活用するべきなのか、ディープラーニングのように革新的な技術

によって新しいことができるということなのか、そこのＡＩのレベル感についても少し詳

細にみていったほうがいいと思いました。 

 それから２つ目に、データ連携でいうことは非常に重要だと思いまして、そのために産

業プラクティスをつくっていくということは極めて重要だと思います。それが後半の各分

野でやっていくことにつながっていくと思います。それがやや総花的な面はあると思うの

ですが、いろいろな分野ごとに、なぜ今データ連携ができていないのかという理由もある

と思うのです。それが構造的な問題や、その分野の慣習的な問題等であるとすればその変

化は遅いと思います。一方でそこがテクニカルな問題であれば、そこを解決すれ一気に進

む可能性があると思いますので、何が阻んでいるのかというのもあわせて検討していく必

要があるかと思います。先ほどのＡＩの話と絡めますと、特にＡＩに革新的な技術、ディ

ープラーニング等の技術によって非常に進む部分はあると思いますので、そういう点は技

術的に解決することができると、急速に進めることができるのかなと思います。 

 ３点目は、ＩＴ人材の話が出たのですが、先ほどご意見もありましたように、今の時代

ＩＴ人材というのも少し大き過ぎるかと思いますので、特にこの話においては、ＡＩ人材

というか機械学習等を活用できる人材という、もう少し明確な位置づけにしてもいいのか

と思います。それから、人材だけではなくて研究開発投資も行い、非常に世界的な技術を

もった研究者から、それを使いこなせるエンジニアのレベルまで、包括的に人材育成して

いくことが重要かと思います。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 有野さん、お願いいたします。 

○有野委員  人材については、先ほど有賀委員から言われたことはまさに頭にとめてお

きたいと思います。プロの皆さんばかりですから、私だけが理解できないのかもしれない

のですが、この全体をみせてもらって、ＩoＴを使って技術革新が進んでいくと、本当にど

ういう世界になるのか、どういう社会になるのかが案外イメージしづらい。テクニカルな

面は説明があるのですが、社会がどうなるのかをはっきり示していくべきではないでしょ

うか。というのは、これだけの劇的な変化が生じると、その反動がどこかに必ず来ます。

例えばネットやスマートフォンが起こっただけで、電機業界にはいろいろな改革が余儀な
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くされ、相当の雇用も失いました。早くどういう社会になるのかをつかんでおかないと構

造改革が間に合わない。すべての対策が後手になってしまいます。そういった意味ではそ

れぞれの産業界が、この時代に合わせて何をやるべきか、イメージづけることが必要かと

思います。もちろん市場原理でやっていかなければいけないのは当然ですが、国として指

導もしていかなければいけないのではないかとも考えます。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 長谷川さん、お願いいたします。 

○長谷川様（山本委員代理）  JEITA より、本日山本会長の代理で出席しております長

谷川でございます。 

 前回の会議で山本会長より、IoT がもたらす革新とその実現に向けて、ということでプ

レゼンをさせていただき、その中でサイバーフィジカルシステム(CPS)という考え方の必要

性について説明いたしました。それは IoT活用の更に一歩先に行く考えであるということ、

そして CPSの推進に関しては産学官による幅広い連携が必要であるということで、資料と

して、「サイバーフィジカルシステムの推進」という絵を入れさせていただきました。本日

の事務局資料とも同じ絵ですが、これは第 5 期の科学技術基本計画策定に際し、私ども

JEITA より、サイバーフィジカルシステム研究の再加速を総合科学技術・イノベーション

会議にお願いに行った際使用した資料で、技術をメインに描いております。上の部分はフ

ィジカルなアプリケーションの分野で、ここには記述しておりませんが、製造やロボット

も含めて農業やヘルスケア等の分野で CPSの適用が進んでいくことを想定しております。

分野ごとの課題も示したとおりですが、特に私どもは下半分の、センシングからコンピュ

ーティングまでの技術、先ほど松尾先生のお話にありましたように、AIもここに入ってく

るかと思います。この部分については、横断的な技術開発や、標準化が非常に重要になろ

うかと思っております。 

 そのほかにも本日、様々な横断的な課題が示されておりますが、制度調和、特にビック

データの取扱いや著作権の問題なども大きく関係してきます。柔軟な規定がないと実際に

データを流通できないという問題もございます。更に、2020年の東京オリンピック・パラ

リンピックに向けて、こういった CPSが実装されていくであろうと考えますと、さまざま

な調整も必要かと思っておりますので、産学官連携による横断的な活動について、政府の

イニシアチブの下、進めていただければと思う次第でございます。 

 それからもう一つ、オーソドックスな調査で恐縮ですが、資料 6 は、JEITA が調査いた
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しました「日米ＩＴ投資比較調査」の深掘りとして今回調査したものです。「攻めのＩＴ投

資」につきまして、私どもで 300 社程を対象に調査した結果、その４割程が「攻めのＩＴ

投資」を実施しており、経営リーダーのトップによる「攻めのＩＴ投資」が企業業績に顕

著に連動しているということが、当然かもしれませんが把握されました。一方、「守り」の

姿勢の企業についても、その 8割以上は、更に ITを活用したいと希望しているということ

ですので、そういった企業が容易に ITを活用できるよう、ハードルを下げていただくよう

な施策もお願いしたいと思っております。 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございました。 

 澤谷さん、お願いします。 

○澤谷委員  ⑤の技術開発の強化のところについてですが、１ページで「ＩoＴ社会」へ

向けての提言といったことが書かれているにもかかわらず、技術開発のところは、本当に

技術開発で終わってしまうというのはもったいないと思います。社会を豊かにするための

技術開発であり、例えばモビリティ分野では、こうした技術のネットワークを使って車体

まではできるのですが、それらが市町村においてどのように暮らしを変えていくか、そう

いったところまで踏み込んだ技術開発が社会を豊かにするための施策が必要だと思います。

例えば電気自動車、自転車のあたりでも、日産さん、ドコモさん、三井リースさん、様々

なことを各方面の方たちがやられています。そういったことを一、二の施策でやられてい

るような産業間のネットワークを本当にもつことによって、技術開発を検証していくとこ

ろまでつなげた施策が必要ではないかと思います。 

 技術開発の中ではもう既にお話もあったようですが、オープンデータのスタンダードだ

けではなく、ＩoＴのデータは今シスコ、ＧＥ、ＩＢＭ等がどんどん進めていますので、そ

ういったところにも日本の企業が入っていくことが重要だと思います。こういったビジネ

ス化するところだけではなくて、社会イノベーション的な医療システムとかいろいろなシ

ステムの改革が必要だと思います。そういったところは英国がデザインカウンシル等を使

ってやっているようなアクティビティーを参照しつつ、日本でも何かできるのではないか

と思います。 

 以上です。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 夏野さんどうぞ。 

○夏野委員  もう一点追加で、先ほど来、エンジェルがいないという話があったと思う
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のですけど、日本は皆さんご案内のように 1670兆円も個人金融資産があり、330兆円も上

場会社に内部留保がありマネーは余っているのですけど、やはりリスクマネーに全く回ら

ないというところは解決されていない。このＩoＴの分野でも、このＩoＴに投資するとい

うことを銘打った民間のファンド等が創出されていますが、実際にはほとんどのファンド

が東京圏の会社の、何かアーリースタートアップとは言えないような企業にほとんど投資

しているのが実態です。 

 どうしてこうなるかというと、リスクをとりたくないからということになると思うので

すが、今産業革新機構等は大企業の再編とスタートアップというのがいろいろ入っていま

すが、大きな成果としては大企業の再編というのがメインになっています。クールジャパ

ンファンドというのは、海外に出て行くというのであればかなり積極的に投資を行ってい

るのですが、ＩＴの分野でいうと、ＩＴは普通の民間ファンド任せになっています。これ

は最大のＩＴのスタートアップに対する支援がない状態を今生んでいます例えばある大学

がつくっているファンドでも、間接金融機関出身者の人が運営しているので、もうデュー

デリジェンスのプロセスが信用調査のような状態になっていますスタートアップの会社に

３年間の事業計画を出して、その精度の高さを問うことを行い、最後は経営者に株買戻し

契約を結ばせ、融資としているところが多いのです。改善されてきているものの、総額と

して日本のベンチャーキャピタルが投資している金額は圧倒的に少ないので、底上げ型で

はなく引き上げ型で資金を供給する、リスクマネーを供給する仕組みもあわせて検討して

いただきたい。これは各自共通の課題だと思いますので、その観点はぜひ検討をお願いし

たいと思います。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 一通りお話しいただきましたので、私から一言申し上げます。皆さんからご指摘のあっ

た人材について、ＳＦＣはデータ分析、データサイエンス、情報の必修化を一度やめてい

たのですけど、昨年からもう一度必修化しましたら、この３月にいろいろ状況がわかりま

して、原級、すなわち落第がとても増えました。まだ１年なのでしっかりとこれを続けよ

うということにしました。必修というのは全員が対象ですので、これは底上げ型みたいな

ものですね。一方、イスラエルは、全員が対象となる徴兵制の中で、ＩＴの得意な者をピ

ックアップして英才教育をしていくのです。このメカニズムをもっているので非常に強い。

日本に徴兵制はないですけれども、さきほど有賀さんがおっしゃった教育の戦略みたいな

話をやっていこうとすると、引き上げ型というか一部を強化する話と、それから全体をど
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うするという話があると思います。企業でもそうだと思います。ベストプラクティスによ

り世界へ立ち向かうようにするか、それとも全てを対象とするかという話とはどうも違う

のではないでしょうか。 

 それから、有野さんが実行されているというふうにおっしゃった件について。野原さん

がＯＢＤ２と言われて、自動車のＯＢＤ２からデータにしようというのは、これは日本が

最初に大々的な実験を行っています。ところがこれが世の中に広がっていかないのです。

こういうことが多くあります。さきほど國領先生がＩＰバージョン６やＩoＴに触れられま

したが、これも実験などの学術的なアプローチは日本が大体行っていると思うのですが、

その後、社会の中に展開しないのです。以前、ＩＴ担当大臣に、日本のインターネットは

どうしてこんなに遅れているのかと言われ、日本が一番進んでいるのにと驚いたころがあ

るのですけれども、確かに社会での展開は遅れていた。そこからＩＴ政策というのが始ま

っている。社会の中でどうして遅れているのか、競争力がないのかというのは、政策の中

で解決できる問題を大分解決してきたと思うのですけれども、政策にはそこの責任がある

のだろうと思います。いずれにせよ皆さんご指摘あったようなことは、そういった意味で

の社会の中での進め方ということが重要だと思います。 

 もう一つだけ私のほうから申し上げると、ここは経産省ですので、経産スタイルででき

ることをぜひやっていただきたいと思うのです。例えば、横串というのは、2013年から日

本のＩＴ政策は全省庁、つまり閣議決定になったわけですから、そういう意味では本当の

横串感があります。また、今の地方創生のような考え方も、各県をまたがった横串感があ

ると思います。分野を全てつなぐというのは今回何度も出てきているのですけれども、こ

れはかなり言い訳なしで具体なことをやるべきで、経産スタイルというのは、全中小企業

といったように、産業はどんな分野も横串にみなければいけないのは経済産業省の責任で

す。そういう経産省ができる横串の本当の具体的なプロセスというのを、きちんとこれを

機会につくるのではないかと思います。 

 人材はＩＴ政策１年目から検討している案件です。ですが、これだけ 13年間、皆さんが

指摘され続ける分野ですから、そろそろ具体的なことを考えるべきだと思います。以前は、

人材の教育は文科省の分野だから、うちは関係ありませんという人たちが多かった。しか

し、言い訳なしという経産スタイルでやるということは、人材の問題がこれだけ出ている

のだから、かなり具体的な答えを出すべきだと思うのです。 

 そういう意味で、さきほど松尾さんがおっしゃったように、データは流通します。計算
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能力は、昔はＡＩといってコンピュータを作りましたが、幾らでもネットワーク上に連結

して手に入れられるようになってきただろうと思います。こういうことでいろいろな問題

について、そのうちやらなければといっていた事の前提が大体そろってきたのだと思うの

です。この 2015年は、ターニングポイントかと思いますので、そういう意味で皆さんのご

意見をお伺いしました。それでは、局長から一言お願いいたします。 

○富田局長  本当に貴重なご意見を数々頂戴いたしまして、幾つかのカテゴリーに分け

てお話をさせていただきます・まず今回この施策をどういう姿勢で取り組んでいくかとい

うことに関して、何人かの委員の方からご意見をいただきました。総花的というご指摘も

いただいたのですが、我々は今回、意図的に様々な方向性を盛り込み、委員の方のご意見

をお伺いしたいという思いがございました。ただ今後、どういう優先順位でどういう重点

分野でやっていくかきちんと絞り込んでいかなければいけないと思います。 

 國領委員から、日本の得意分野である産業分野にフォーカスするべきではないかという

ご指摘もいただきました。夏野委員や村井委員長からは、平均値を上げる施策なのか、ト

ップリーダーを引き上げる施策なのかという指摘がございました。私どもとして、これだ

け長い間なかなかブレイクスルーができてこなかったということを考えると、もはや平均

値を上げる施策ではなく、もちろんその部分も必要だと思いますが、重点は思い切って変

えていく必要があるのだろうと私自身感じております。 

 それから、人材について本当に多くの皆様方からご意見をいただきました有賀委員から、

ＩＴ人材の育成ということではなくて、全産業人のＩＴ化という非常に明確なご指摘をい

ただきました。私どもも何回か前の資料でもお示ししましたが、ＩＴ人材というのは、余

りにもＩＴサービスやＩＴ製品をつくる産業に固まり過ぎており、一般の産業の中にＩＴ

のわかる人は非常に少なくなっております。ここを本質的に変えていかなければいけない

というのが今回の審議会の非常に大きな問題意識でございますので、引き続き有賀委員の

ご指導のもとで、人材ワーキングをしっかり対応していきたいと思います。 

 それから、人材の焦点の絞り方として、國井委員からは国際競争力のあるプラットフォ

ームの標準化を担えるような人材、それから、横塚委員からは学校教育の仕組みの問題も

ご指摘いただきました。文科省との連携というとまた何か他人事のように聞こえるので、

文科省と協力していきます。 

 それから、セキュリティは、三輪委員本当にご指摘のとおりでして、企業の中からなか

なか情報が出てこないという状況をどう変えていくのか。インセンティブというご指摘も
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もちろんございましたが、特に事故情報などは社会全体で共有していく必要がありますの

で、本当にインセンティブということだけでいいのか、もう少し踏み込んだ手当てが必要

なのか、そこは我々しっかり考えていきたいと思っております。 

 それから野原委員からは、大企業、既存の企業の実力だけで何かをやろうとしてもうま

くいかないという指摘がございました。ただ最近大手企業も、自らベンチャーファンドを

創り、ベンチャー企業といろいろ連携しようという姿勢の企業も増加傾向にありますので、

大企業と新しいベンチャー企業の連携に向けて日本的なイノベーションの仕組みとして十

分考えていく価値があるのではないかと思いました。 

 また、ベンチャーファンドについて夏野委員から、日本のファンドが全部金融的だとい

うお話がございました。実は私は１月にシリコンバレーを訪問しましたが、成功した経営

者が新しい経営者をつくる、育てるという仕組みがうまく機能しておりました。関係者の

皆さんと議論して、何か新しい仕掛けを作っていきたいと思っています。 

 それから、澤谷委員から社会を豊かにするための技術開発についてご指摘がありました。

技術開発については、政策目標を超えた後民間への橋渡しをどうしていくかということを

心してしっかり取り組んでいきたいと思いました。 

 総花的なコメントで申しわけございません。 

○村井委員長  どうもありがとうございました。何か言い残したことはございますでし

ょうか。 

 私は一つ言い残していまして、スーパープログラマーの幸せなシニア生活についてです

けれども、サン・マイクロシステムはその社長に対してプログラマー、ジェームス・ゴス

リンやビル・ジョイは、３倍ぐらいの給料をもらっていたのです。プログラマー、エンジ

ニア、サイエンティストに対する非常に高い投資、給料を払っていますので、あれだけも

らっていればこの先の人生は割合落ち着いて考えられるだろうという状況があります。や

はり技術者、プログラマーに対する高い給料を払うというのはなかなかできていません。

そのあたりにも彼我の関係はあるかなということは思いましたけれども、そのほかよろし

いでしょうか。 

 それでは夏野さん、それから岡村さん。 

○夏野委員  今の話に関連して、有賀さんのおっしゃったことと、僕のプログラマー40

歳定年説では若干違う点がございます。何かというとコーディンクの技術は、ご案内のよ

うに目まぐるしくどんどん世代が変わっていくので、そうすると自分が若いころにやって
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いたコーディングは使えないのです。僕は産業界のＩＴ化というのは大変重要だと思うの

ですが、逆にいうとＩＴをわからない経営者をどうやって追い出すかという仕組み考える

ことが必要かと思います。最近は大塚家具とかホットな話題がありますが、社外取締役が

２人になったことというのは大きな影響があります。どちらかというと、経営者に教育す

るというのは経営者失格だと思っているので、追い出す仕組みに注目していきたいです。

一方でＩＴ人材の中のベースのところになっているプログラマーのセカンドキャリア問題

というのは、村井先生のおっしゃるとおり報酬をどうするかということも含めて、かなり

早めに取り組んでいかないと大量の社会不安者が出てくる可能性があって。ビジネスモデ

ルをＩＴを使ってつくる能力と、コーディングをする能力というのはかなり分かれたので

す。昔のコーディングだと、すごく論理的思考で何かやってとか役立つところがあったの

ですが、今はスマホアプリとかやっても、あまり経営力もビジネスモデルデザインもつか

ないので。ですから、その辺のところはＩＴ人材の区分けを少しやってから施策を考えて

いただければと思います。 

○村井委員長  ありがとうございます。 

 岡村さん、お願いします。 

○岡村委員  私もＩＴ人材について、つけ加えさせていただきますけれども、プロジェ

クトマネジャーレベルの人材を、定年になったあとどうするかという問題もあるようです

が、先ほどおっしゃった狭い意味のＩＴ人材育成という発想はもう時代遅れなのかもしれ

ないですね。むしろ経営陣の中に、ＩＴを使って積極的に新たな価値を生み出せるような

視点で戦略を練ることができる、プロデューサーレベルの人間のほうが必要なのではない

でしょうか。どうしてもＩＴ人材という形になりますと、プログラマーであるとか、それ

を育てるとか、そういうところに物すごく狭い視点の問題であるかのごとく誤解を与える

おそれがありますので、もう少し幅広な視点を持っていただくほうがいいのかなと思いま

す。 

 以上です。 

○村井委員長  野原さん、どうぞ。 

○野原委員  先ほど発言した１点目の、課題を解決する産業を育成してほしいという点

について補足ですが、産業育成と言っても、それは多くが比較的規模の小さいサービス業

だと思うのです。人材育成サービスもそうですし、事業のコンサルや経営コンサルの様な

ものもあります。比較的規模の小さい個々の関連サービスをきちんと育てることが必要な
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のではないでしょうか。このような関連のサービス業をしっかり育てるということにも経

産省としては取り組んでいただきたいと思います。 

○村井委員長  有賀さん、お願いします。 

○有賀委員  人材ワーキンググループとしては重く受けとめて議論していきたいと思っ

ています。夏野さんに別に反対するわけではないのですが、日本には本当の意味のプロが

少ない。プログラム言語なんて別に一個覚えたらみんな理解できます。だから別にＰＨＰ

だろうが、ＣＯＢＯＬだろうが、Ｃだろうが関係なく、わからないと本当はプロではない

のですよ。そのプロではない人間が山のようにいるところに、さっきもおっしゃっていた 

40代の問題が生じます。ここは早急には片づきませんが、これから輩出する人材というの

は本当の意味でグローバルに戦えるようなプロの排出が必要です。それから未踏をみてい

ますと、そういう人が多くいます。何で活用できてないのか。ここを考えてご相談しなが

らまとめていきたいと思います。 

○村井委員長  横塚さん、お願いします。 

○横塚委員  先ほどの夏野さんの、テクノロジーがわからない経営者は追い出せという

お話ですけれども、賛成ですけれども、追い出したところで次が育っていないのです。若

いからテクノロジーに理解があるかというと決してそんなことはなくて、すごく危機感を

もっています。次の世代でもいいのですけれども、急ぎそのテクノロジーを理解し、ビジ

ネス戦略が立てられる経営者をどう育成していくか、すごく重要な課題だというふうに改

めて申し上げたいと思います。 

○村井委員長  澤谷さん、お願いします。 

○澤谷委員  ＩＴ人材に変えて考えていたのですけれども、技術を駆使して社会を変え

るデザイナーが必要なのではないかと思うのです。デザインというとプロダクトをすぐ思

い浮かべるのですが、その上の使うプロセスや社会システムを含めて、システムのデザイ

ンも必要です。例えばフィンランドにあるエレベーター社会のコネというのは、もともと

エレベーター単体をつくっていたのですが、メンテナンスシステムをつくり、最終的には

ビルの中で、５万人をフローするための人流フローデザインまでやってきています。その

ときにその企業がどうしてそういうふうになれるかというと、ケーパビリティーが次々違

うものに移ってきている。先ほど夏野さんがいわれていたようなＩＴ人材が、プログラム

だけではなくて、ビジネスモデルもできるような経営人材にもある。様々なレベルが必要

なのでしょうけれども、デザイナーなのですが、そのいろいろなレベル、プロダクト、プ
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ロセス、ビジネスモデルといったものをつくるような施策が必要なのではないかと思いま

す。 

○村井委員長  前回の最初の方ですが、資料をつくっていただいて、ＩＴ関係の人材が

ユーザー側にいるのか、それともサプライ側に就職するのかという話がありました。一方、

人材の話をしていると、本日も多少出てきたのですが、日本に優秀な人材はいないといっ

た話になる。実際に優秀な人材がいないとは余り思わないのですが、優秀な人材はみんな

グーグルに就職する、こういうことが日本でもあります。そのこと自体がこの場では余り

いいことではないなというムードはもちろんあり、日本の産業を魅力的にしなければいけ

ない。これは経産省としてのミッションではあると思います。しかし、その人たちが世界

で活躍して、それでいい力をもってくるというのは、大きい意味では日本のためになって

いるのだと思いますが、当面の課題は、いい人材を引き抜くのはグーグルだという事実で

す。一つは私たちが、お前は日本のために働くんだぞと洗脳するという手もあるけれども、

そうではないだろうとは思います。そういうわけで、そこにも課題がありますので、人材

がいない、教育が悪いということも、甘んじて教育を担う者としては受けとめたいなと謙

虚に思う反面、そういう産業構造、社会を変えるという努力も必要かなと思いました。 

 それではそろそろ時間が迫ってまいりましたので、局長、本日の議論を聞いて何か一言

ありますでしょうか。 

○富田局長  先ほど私シリコンバレーについて申し上げましたが、シリコンバレーはむ

しろ日本から排出されるＩＴ人材というのを大きく注目し、日本の IT人材を活用していま

す。そこは確かに村井委員長のご指摘の通りかと思いますのでどう変えていくか今後も検

討していく必要があるかと思います。 

○村井委員長  ありがとうございました。 

 それでは、事務局のほうからのご連絡をお願いいたします。 

○佐野課長  資料３をみていただければと思いますが、今後の予定でございます。４月

15 日に本日のご意見も踏まえまして、中間取りまとめ案についてご審議いただければと考

えております。その下に書いてございますが、ワーキンググループがございますが、一つ

は４月３日に制度関係のルール整備ワーキンググループがございまして、それから、３月

下旬から４月上旬にかけてＩＴのワーキンググループということで、ほかのワーキンググ

ループでも検討しておりますけれども、その成果もこの中間取りまとめの中に盛り込んで

ご審議賜ればと思っております。 
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 以上でございます。 

○村井委員長  ありがとうございました。皆さん大変活発に議論していただきましたの

で、ぜひ事務局の方には、これをしっかりと吟味して次への準備をしていただきたいと思

います。また皆さん、何かお気づきのことがあったら事務局のほうにお伝えいただければ

と思います。 

 それでは、以上をもちまして本日の会議を閉会とさせていただきたいと思います。どう

もありがとうございました。 

 

―了― 


